
　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

青少年ボランティア
ステーションにおけ
るボランティア体験
活動者数

単
年
度

目
標

前年度
(5,279人）

比増

前年度
（5,415

人）比増

前年度
（5,734

人）
比増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

6,342人
（Ｈ25年度）

【目標】

増加

青少年の家の利
用者数

単
年
度

目
標

前年度
(195,775
人）比増

前年度
(205,913
人）比増

前年度比
増

前年度比
維持

前年度比
維持

【現状値】

195,775人
(H26年度）

【目標】

前年度比増

利用者数
単
年
度

目
標

前年度
(98,364
人）比増

前年度
比増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

98,364人
(H26年度）

【目標】

前年度比増

－
単
年
度

目
標 － － － － －

【現状値】

－

【目標】

－

児童館の利用者
数

単
年
度

目
標

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

651,601人
（H26年度）

【目標】

増加

100,840人 

－－－

647,406

担当課

※太字が評
価を記載した

課

96.2%

児童館運営
費
児童館の管
理運営

75
子家・

青少年課
達
成
率

－

【課題】
・公共施設マネジメント5ヵ年行動計画
について、対外交渉が必要な部分もあ
り、計画どおりすすまない可能性もある
ことが懸念される。

【改善】
・対外交渉に必要な情報収集を行い、
今後の行動計画の進捗に生かしてい
く。

【課題】
・すでに開設から60年経つため、建物
および展示物など老朽化が激しい。

【改善】
・現在、新科学館の建設計画が進んで
おり、その状況を見ながら本館の運営
を行っていく。
　その間にサイエンスショーや科学実
験など、大学・企業などと連携し、多彩
な事業を実施していくことで、現施設の
魅力を向上させ、新科学館へ引き継い
でいく。

100%

単
年
度

実
績

658676

－

56
子家・

子育て支援
課

単
年
度

実
績 627127

達
成
率

・中高生向けのプログラムへの取り組
みを促進し、中高生の利用の増加を図
る。

・9館で実施している親子ふれあいルー
ムの周知を図り、乳幼児の利用の増加
を図る。

計
画
目
標

達
成
率

－

99.4%

－

－

－

－

－

561,263人

88.1%

86.1%

637106

101.6%

97.8%

青少年施設の
あり方の検討

　行財政改革大綱の公共施設マネジメ
ント方針に沿い、児童文化科学館を含
む青少年施設のあり方の検討を進めて
いく。

①分野別行動計
画に基づいた実
行。

②新科学館のソフ
ト、ハード面ともに
検討を進める。

①関係機関との協
議を実施中。

②スペースワールド
跡地（イオンモール
新施設敷地内）へ
の移転が決定し、
基本設計が終了し
た。

1 182
青少年の家の
運営

　施設周辺の豊かな自然の中で、野外
活動や集団生活などの体験を通して、
規律、協同、友愛、奉仕の精神を学
び、心身ともにたくましい青少年の育成
を図る。また、身近でより安全かつ快適
に利用できるように、青少年施設の環
境整備を行う。

①学校受入事業
の実施、施設を活
用した主催事業の
実施

②青少年の家の
継続的な利用に
向け、計画的な補
修工事等の実施

101.7% 95.2%

99.4% 101.1%

1 185 児童館の運営

　児童に健全な遊びを与えることで、健
康を増進し、情操を豊かにすることを目
的に運営するとともに、母親クラブ等の
地域活動の育成助長を行う。

①児童館の運営

計
画
目
標

達
成
率

①児童館利用者
数：637,106人

100% 101%

103%

1 184

1 183
児童文化科学
館の運営

　プラネタリウム、科学教室などの体験
を通した科学事業、演劇会などの文化
事業を開催し、科学教育の振興、児童
文化の向上を図る。

①プラネタリウ
ム、科学教室など
の科学事業、演劇
会などの文化事
業を開催する。

①施設利用者
   86,847人

①施設利用者
　152,769人
（H30:189,018人）

②施設の環境整備
や安全を確保する
ため、外壁の危険
箇所撤去工事、消
防設備の不良箇所
取替工事等を実施
した。

子家・
青少年課

単
年
度

実
績 5,734人 5387

達
成
率

103% 106%

97%

66

101.6%

青少年施設運
営管理事業（指
定管理）

青少年施設管
理運営費

青少年施設管
理運営費（公共
施設）

－ －

・新科学館整
備事業

・北九州市地
方創生拠点
整備基金積
立金

子家・
青少年課

子家・
青少年課

・児童文化施
設管理運営
費

・児童文化施
設管理運営
費（公共）

・少子化による児童・生徒が減少する
中で、市外からの利用者の獲得など、
創意工夫しながら利用者数増を目指
す。
・各施設とも老朽化が進んでいるた
め、北九州市公共施設マネジメント実
行計画に沿って施設の集約を進めて
いく中で、適切に更新や補修を行って
いく。

97% 100.1%

計
画
目
標

達
成
率

105%

単
年
度

実
績

達
成
率

105%

計
画
目
標

達
成
率

101%

198,994人 

「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」個別事業の評価一覧

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容

①市内の全小学生
に対して、6月、12
月の2回配布

②11回開催

令和元年度の主な実績

・青少年育成団体やＮＰＯ団体、地域
の拠点施設である市民センター等との
一層の連携により、青少年の体験活動
の機会や場を作り出していく必要があ
る。

94%

計
画
目
標

達
成
率

85% 90%

1 181
青少年体験活
動活性化事業

　青少年育成事業情報を発信し、体験
活動の場を紹介するとともに、青年リー
ダーの養成などを通じて、さらなる青少
年の健全育成環境づくりを進める。

３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

①体験情報冊子
「キッズチャレン
ジ」の発行

②青少年育成シ
ニアリーダー会議
「ぽんて」の開催

85%

青少年体験
活動等活性
化事業 65

5,415人

達成

198,769人 205,913人 

101,432人 100,617人 
単
年
度

実
績

達
成
率

103%

【Ｄｏ】実施

6,943人

97%

109%

152,769人

81%

78%

86,847人 

92%

88%

－ －

7,116人

132%

112%

189,018人

95%

96.5%

94,263人

92%

95%

・ボランティア活動を通じて、豊富な体
験活動プログラムや活動の支援がで
き、体験活動者数も増加したため「達
成」とした。

概ね達
成

・少子化による児童・生徒が減少する
中で、大規模改修工事のため一時休
館していた令和元年度を除き、他の年
度は概ね現状維持を保てており、計画
的な環境整備が施されたことから評価
を「概ね達成」とした。

概ね達
成

・近年の台風被害や新型コロナウィル
ス等の影響があるなかで、計画目標
達成率は９割近くを推移しているた
め、「概ね達成」とした。

達成

・分野別行動計画に基づいて、関係機
関と協議ができている。

・基本計画、基本設計に着手し、検討
を深めることができたため、「達成」と
した。

概ね達
成

・指定管理事業者により安定的な運営
がなされた。
・利用者数は目標を下回ったが、これ
は、計画期間中に2館を休館したこと
（令和元年度は新型コロナウイルス感
染症対策のため約1か月休館）等に起
因するものであると考えられるため
「概ね達成」とした。

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ
遅れ

【施策９】
1／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

青少年ボランティア
ステーションにおけ
るボランティア体験
活動者数

単
年
度

目
標

前年度
(5,279人）

比増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

6,342人
（Ｈ25年度）

【目標】

増加

夜宮中高生クラ
ブの参加者数

単
年
度

目
標 1,290人

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

1,290人
（Ｈ26年度）

【目標】

増加

市民センターで
の子ども交流事
業や体験活動へ
の参加者

単
年
度

目
標 67000 68000 69000 69000 69,000人

【現状値】

59,775人
（H25年度）

【目標】

70,000人
（H30年度）

参加者数
単
年
度

目
標 80人

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

80人
（H26年度）

【目標】

現状維持

発売件数
単
年
度

目
標 1,000件 1,000件 1,000件 1,000件 1,000件

【現状値】

397件
(H26年度）

【目標】

毎年1000件

5,415人

1,531人

80人 80人 80人

子家・
青少年課

単
年
度

実
績

達
成
率

・活動プログラムの充実と実施体制の
さらなる効率化を図る。

100% 100% 100%

100% 100%

1 189

チャレンジ
１００キロ～歩
け北九州っ子
若武者の旅～

　心身ともにたくましい子どもたちの育
成を目的として、８０名の子どもたち
が、市内の青少年施設に連泊しなが
ら、市内の山々など１００キロの行程を
踏破する。

安全に楽しく実施
するために、
①事前踏査の実
施

②参加者・ボラン
ティアへの事前研
修会の実施 計

画
目
標

達
成
率

①チャレンジスタッ
フにて全行程を事
前踏査した（木の伐
採等関係部署に依
頼）。

②３回開催

1 188
家庭・地域・学
校の連携推進

地域ぐるみで子どもを見守る「あいさつ
運動｣や、子どもの生きる力を育み、心
豊かでたくましい子どもを育てるため、
体験活動の機会の充実など、地域や
家庭と学校が一体となった取組みを推
進する。

①家庭や地域と
連携したあいさつ
運動の展開

②市民センターで
の子ども交流事業
や体験活動事業
への参加者数

①小・中学校の全
校で実施

②55,370人

1 190
夏休み！　こ
どもバスぽ～
と

子どもの社会参加、自立、自主性の育
成に貢献するとともに、子育てに対する
保護者の経済的負担や送迎の負担を
軽減するため、夏休み期間中に小・中
学生向けに、１日乗車券の料金（小学
生３５０円、中学生７００円）で、７日間
市営バスの全路線乗り放題の乗車券
を発売する。

①『夏休み！こど
もバスぽ～と』を
販売する。

①発売件数：３１１
件
 （内訳）
  ・ 小学生：１９３件
  ・ 中学生：１１８件

100%

431件

43%

43%

69

39% 32%

予算なし
【改善】
　利用者により活用してもらうため、積
極的にＰＲを行う。

計
画
目
標

達
成
率

42%

424件 311件

31%

31%

青少年体験
活動等活性
化事業

1 186

青少年ボラン
ティアステー
ション推進事
業

　青少年の成長に欠かすことができな
い様々な体験活動等を通じ、青少年が
社会構成員として、規範意識や社会
性、協調性を身に付けることができるよ
う、青少年ボランティアステーションを
拠点に、青少年のボランティア体験活
動を支援、促進する。
　また、ひきこもりや非行等の問題を抱
える少年の社会的自立を支援するた
め、社会参加ボランティアプログラムを
実施する。

①ボランティア体
験活動の提供

②ボランティア出
前授業の開催

2,357人 青少年体験
活動等活性
化事業

達成

・中高生クラブの参加者は増加傾向に
あり、中高生の居場所としての機能は
果たしていることから「達成」と判断し
た。

子家・
青少年課

単
年
度

実
績 1,250人 1829

達
成
率

・子どもたちの自然体験や生活体験の
機会や場を増やしていく必要がある。

119% 82% 146%

1 187
野外教育等推
進事業

　夜宮青少年センターでのキャンプ、野
外調理などを通じて、「生きる力」を育
むプログラムを実施する。また、同セン
ターを拠点に中･高校生の居場所づくり
や、ボランティアの養成などにも取り組
む。

①夜宮中高生クラ
ブの開催

計
画
目

標
達
成
率

①86回開催

68
子家・

青少年課

単
年
度

実
績 5,734人 5387

達
成
率

103% 106% 94% 97%

青少年ボラン
ティアステー
ション推進事
業

・ボランティア活動を通じた豊富な体験
活動プログラムの提供と活動支援を進
めていく。
・ＹＥＬＬや若者サポートステーション等
との連携を深め、社会的引きこもりの
青少年に対して自己達成感を得れるよ
うなボランティア活動を進めていく。
・ＳＤＧ’ｓと結びつくようなボランティア
活動を現在実施している海岸清掃、竹
林保全以外に開拓する。

計
画
目
標

達
成
率

85%

6,943人7,116人

132%

112%

①青少年ボランティ
アに対して実施した
プログラム353事業

②参加児童･生徒
数730人

109%90% 85%

78.1%

131%

182%142%119%

55,370人

80.2%

79.1%

97%

単
年
度

実
績 387件 316件

達
成
率

42% 39% 32%

中止

100%

・市内の児童数が減少する中で、過去
5年間ほぼ安定した実績数値を達成し
続けているため「概ね達成」と評価し
た。

達成

効果的な広報、ＰＲにより、毎年80人
の応募に対し、100～150人の応募を
受けるなど市民に人気の事業となって
いる。また、大きな事故もなく、事業終
了時のアンケートを見ても、極めて満
足度が高い。
以上により、「達成」とした。

遅れ

・平成３０年度から若松区内の小・中
学校の全児童生徒にＰＲチラシを配布
するなど、利用促進の強化・改善に努
めたものの毎年1,000件の利用には至
らなかった。

172

市文・
生涯学習課
教育・指導第

二課

単
年
度

実
績 54657 55,126人

達
成
率

83.9% 80.4% 79.9%

交通・
総務経営課

生涯学習活
動促進事業

（市分・生涯
学習課）

78.8%

【課題】
・地域課題解決や地域交流を目指す
講座を増やす必要がある。

【改善】
・今後、地域の実情を反映し、地域課
題の解決につながる講座を実施する
ため、市民センター館長研修の充実を
図り、生涯学習を通じて地域活動に参
画する人材の育成を図る。

計
画
目
標

達
成
率

80.0%

56238

1,790人

98%

139%

56,563人

82.0%

80.8%

80人

100%

達成

・近年青少年のボランティア活動への
関心が高まっている。それに対応でき
るように、環境美化系、スポーツ系、イ
ベント系と様々なボランティア活動の
場を開拓していった。北九州市を元気
にする活動の発信とボランティア活動
を結び付けて、紙媒体だけでなくHPや
メールなどを活用し募集したところ、参
加者も増加し十分達成したと評価でき
る。

家庭・地域・
学校パート

ナーシップ事
業

（教育・指導
第二課）

概ね達
成

【施策９】
2／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

支援クラブ数
単
年
度

目
標

現状値比
増

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

15クラブ
（H25年度）

【目標】

現状維持

遊びの達人派遣
事業参加者数

単
年
度

目
標

前年度
(3,261人）
比同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

3,261人
（H26年度）

【目標】

現状維持

交付団体
単
年
度

目
標

前年度（10
団体）比同

水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

10団体
（Ｈ26年度）

【目標】

現状維持

助成団体数
単
年
度

目
標

前年度(312
団体）比同

水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

312団体
（H26年度）

【目標】

現状維持

クラブ会員数
単
年
度

目
標 2,700 2,900 3,000 3,300 3,600

【現状値】

2,320人
（H25年度）

【目標】

4,000人
（R2年度）

15クラブ

4,922人

12団体

子家・
青少年課

青少年育成
団体補助金

91%
計
画
目
標

達
成
率

総合型地域
スポーツクラ
ブ育成・支援
事業

60.5%

市文・
スポーツ振

興課

計
画
目
標

達
成
率

2,265 2,074人 

57.6%

51.9%

・事業の周知ＰＲや成功事例の報告を
積極的に実施する必要がある。

70%

96%

254団体

93%

81%

299団体 

1 195

総合型地域ス
ポーツクラブ
育成・支援事
業

総合型地域スポーツクラブは、人々が
身近な地域でスポーツに親しむことの
できる新しいタイプのスポーツクラブで
ある。また、地域住民により自主・主体
的に運営される総合型地域スポーツク
ラブは、多世代、多種目、多志向を特
徴としており、地域スポーツの中核をな
すものである。本市における成人の週
１回のスポーツ実施率の向上のために
も、果たす役割は大きく、総合型地域ス
ポーツクラブの活動活性化を促し、参
加者の拡大を目指す。

クラブ間交流事業
の実施(連絡協議
会で活動報告、ス
ポーツファンタジ
アを開催)

96%

定期的に連絡協議
会を実施し、活動状
況等を報告、スポー
ツファンタジアは新
型コロナウイルス感
染症の影響により
中止。

①青少年団体育成
補助金の助成
助成団体数　254団
体

②１回開催

子家・
青少年課

単
年
度

実
績 283団体 278団体

達
成
率

・青少年育成団体の会員数が減ってき
ており、団体活動のより一層の活性化
が必要となっている。引き続き、市と各
団体で組織する「青少年育成団体連絡
会議」において、各団体の課題を共有
しながら、活性化に向けた取組みにつ
い検討を行っていく。

95% 98%

89%

1 194
青少年団体の
活動支援

　青少年の健全育成や非行防止活動
を推進するため、青少年団体の運営や
活動を支援し、連携強化を図る。

①青少年団体育
成補助金の助成

②青少年育成団
体連絡会議の開
催（補助金の適正
利用指導）

計
画
目
標

達
成
率

①活動支援クラブ
数：14クラブ

5,081人

82%

1 193
遊びの広場促
進事業

　子ども会をはじめとした青少年育成団
体などの活動の活性化を図るため、他
の団体・グループ活動の参考になる事
業に対し支援を行う。

計
画
目
標

達
成
率

①遊びの広場促
進事業補助金事
前説明会の実施

②遊びの広場促
進事業補助金の
交付

①１回開催

②７団体

183% 190%

子ども会等地
域活動推進
事業

・遊びの達人の派遣を中心に、市民セ
ンターや子ども会等ともしっかりと連携
しながら、事業を実施していく必要があ
る。

・事業の周知ＰＲを効果的に実施する
必要がある。

計
画
目
標

達
成
率

151%

遊びの広場
促進事業

61%

95%

7団体

100%

70%

3,113人

単
年
度

実
績 9団体 7団体

達
成
率

100.0%

100.0%

15クラブ

93.3%

児童健全育
成ボランティ
ア（みらい子
育てネット）推
進事業

14クラブ

100.0%

100.0%

1 192
子ども会等地
域活動推進事
業

　地域における子どもの活動を活性化
させるため、地域で子どもたちが活動し
成長する環境づくりや、そのような活動
に携わる市民への支援を行う。

①遊びの達人派
遣

②「遊びのススメ」
出前講演の開催

①83回開催

②開催なし

子家・
子育て支援

課

単
年
度

実
績 14クラブ

達
成
率

・地域の子育て支援活動の充実を図る
ために、市の直接実施でなく、地域の
民間団体に支援することで、効率性が
高い活動を行う。

100% 100% 93.3%

100% 100%

1 191
児童健全育成
ボランティア
推進事業

　児童館における児童健全育成活動や
子育て支援活動をより充実し、地域全
体に広げていくために、児童館を拠点
として活動しているボランティア組織
「みらい子育てネット（母親クラブ）」の
活動を支援し、その充実を図る。

①みらい子育て
ネット（母親クラ
ブ）への活動支援

単
年
度

実
績

156%

7団体

100%

100%

272団体

98%

87%

1988

60.2%

49.7%

単
年
度

実
績 2318 2,418

達
成
率

【課題】
・引き続きクラブの質を高め、指導者や
運営に携わる人材育成に努めるととも
に、クラブ間交流事業を実施するなど、
会員増加につながる効果的な事業実
施を検討する必要がある。83.9% 79.90% 80.6%

56.6% 58.0%

14クラブ

概ね達
成

・「みらい子育て支援ネット（母親クラ
ブ）」の支援を通じて地域の子育て活
動を推進し、また活動クラブ支援数は
概ね現状維持できていることから、「概
ね達成」とした。

概ね達
成

・市民センターや子ども会等が連携
し、遊びの達人の派遣事業が円滑に
実施され、参加人数計画の95%である
ことから、「概ね達成」とした。

59

120% 75% 78%

120% 90%

子家・
青少年課

5,979人 6202

達
成
率

151% 121% 104%

概ね達
成

・助成金交付団体は計画の70%にとど
まっているが、多様な青少年育成活動
を行う団体に適切に助成し、事業が円
滑に実施できていることから「概ね達
成」とした。

概ね達
成

・助成金を活用して青少年団体の運営
や活動に支援を行ったことで、子ども
の地域での活動が活性化できたこと
から「概ね達成」とした。

やや
遅れ

計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標には達していない
が、各クラブの活動状況等を加味した
上で「やや遅れ」とした。

【施策９】
3／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

参加人数
単
年
度

目
標 7500 7800 8000 8000 8000

【現状値】

7,137人
(H26年度）

【目標】

毎年8,000人
（H29以降）

H27までは目標値
7,500人

体験教室参加人
数

単
年
度

目
標 150 150 150 150 150

【現状値】

116人
（H25年度）

【目標】

毎年150人

①＋②
（①種目別強化事
業参加者数②通年
型派遣事業参加者
数）

単
年
度

目
標 300

700人
（①400
②300）

950人
(①500
②450）

950人
(①500
②450）

950人
(①500
②450）

【現状値】

210人
（平成26年度）

【目標】

950人
（平成30年度）

H27までは
目標値500人

遊び場開放 単
年
度

目
標 130校 130校 130校 130校 130校

【現状値】

128校
(H26年度)

【目標】

130校

夏休み企画展入
場者数

単
年
度

目
標 5,000人 5,000人 5,000人 5,000人 5,000人

【現状値】

2,076人
（平成25年度）

【目標】

5,000人
（令和元年度）

7695

129校128校128校

・学校施設開
放事業(指導
部分)

・学校施設開
放事業(施設
課分)

わくわく体験
スポーツ教室

ホームタウン
推進事業

99%

131%

148% 101%

市文・
文学館

単
年
度

実
績 7,397人 5,070人 

達
成
率

1 200
夏休み子ども
文学館開催事
業

文学館において、子どもの読書・創作
活動の意欲を高め、豊かな感性を培う
ことを目的に、夏休み期間を利用して
子どもを対象とした企画展、イベント、
作品募集などを開催する。子どもたち
に魅力のある企画展の開催と、PR活動
の工夫を行い、利用客の増加を図る。

1 199
学校施設開放
事業

・展示リニューアルを終え、夏の企画
展などを企画する。ただし、新型コロナ
ウイルスの影響を踏まえ、開催内容等
を慎重に判断する。
・コンクールについては、チラシ配布の
あり方について、効果的な広報を行っ
ていきたい。

①関連イベント
（講演会等）の開
催を充実させる。
②詩のコンクール
の市外からの応
募者増を図るため
積極的な広報活
動を行う。

①関連イベントの開
催回数：３回

②広報活動の実施
148% 101%

計
画
目
標

達
成
率

131%

55
教育・

指導第二課
施設課

単
年
度

実
績

計
画
目
標

達
成
率

達
成
率

【課題】
　学校周辺の住民から騒音等について
の苦情があるため、利用者に対して、
配慮を求めるよう周知が必要である。

【改善】
　騒音問題や公正な利用に配慮しなが
ら、学校教育活動に支障のない範囲で
小中学校の運動場・体育館・武道場を
市民に開放する。

6,556人 6,277人 

地域スポーツの普及および児童の安
全な遊び場の確保のため、学校教育に
支障のない範囲で小・中学校の体育施
設を市民に開放する。

文学館普及
研究費（の一
部）

①遊び場開放

②スポーツ開放

①127校

②184校

99%

98%

1 197

ドリームス
ポーツ体験教
室

（旧）プロスポー
ツチームによる
夢感動プロジェ
クト

北九州市をホームタウン・準ホームタウ
ンとする『ギラヴァンツ北九州』、『堺ブ
レイザーズ』、『福岡ソフトバンクホーク
ス』及び『ライジングゼファーフクオカ』
の選手・コーチングスタッフ等による市
内の小学生を対象とするサッカー・バ
レーボール・野球・バスケットボールの
４種目体験教室を実施する。

①　トップアスリー
トとの交流の場を
提供。
②子どもたちがさ
まざまな種目を体
験することによる
スポーツの楽しさ
の場の提供。
③それぞれの種
目のスキルアップ
を図る場の提供。
④さらに上を目指
して努力するたく
ましい心豊かな青
少年を育成。

①～④を７月27日
（金）に実施

①～④を実施
実施日時：8月12日
（金）12：00～16：00
場所：北九州市立
総合体育館　参加
人数：152名

137

127校

98%

98%98%

90.3%

98%

98%

129校

99%

99%

162

108.0%

108.0%

市文・
スポーツ振

興課

単
年
度

実
績

1847人
（①826

　②1021）

2,176人
(①1,337
②839）

達
成
率

【改善】
・実施種目については、今後も各競技
団体との協議の上検討し、実施する。

229.1%

1 198

新・夢・スポー
ツ振興事業

【H30年度より
名称変更】
夢・スポーツ
振興事業

トップアスリート等の活用により、オリン
ピック選手など国際、全国大会で活躍
する、次世代を担うトップアスリートを育
成するとともに、スポーツに対する意欲
を醸成する。

①種目別強化事
業（7種目）の実施
②通年型派遣事
業（3種目）の実施

（H28以降②を新
たに実施しため、
最終目標値を950
人に上方修正）

①種目別強化事業
（7種目）実施
②通年型派遣事業
（3種目）実施

計
画
目
標

達
成
率

54.2%
（目標値

500人として
算定）

271人
1,547人
(①539

②1,008）

162.8%

162.8%

263.9% 229.1%

194.4%

夢・スポーツ
振興事業

245.2%

245.2%

2,329人
(①401
②1,928 ）

市文・
スポーツ振

興課

単
年
度

実
績 163 147

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・より一層の広報等

91.3% 108.7% 98.0%

91.3% 108.7% 98.0%

1 196
「わくわく体
験」スポーツ
教室

近年、テレビゲームなどの屋内遊具の
発展・普及により、青少年の運動不足
が懸念されており、特に冬期には屋外
での運動が減少する傾向にある。そこ
で、冬期のスポーツとしてのバランス感
覚や柔軟性の向上に最適なアイスス
ケート教室を実施し、青少年の健全育
成と生涯スポーツの振興を図る。

①スケート教室、
学校スケート教室
の開催
②効果的な広報
活動を用い、ス
ケート教室を実施
する。
（H28年度、最終
目標値を8,000人
に上方修正）

①スケート教室を
116回開催。学校教
室は市内小学校21
校参加
②広報においては、
小学生に配布する
無料招待チケットを
チラシから切り離し
て使用できるタイプ
で、チラシの紙面を
利用して多くの情報
を提供できるように
した。また、ホーム
ページを作成し、よ
り多くの方へ広報し
た。

92.6%

計
画
目
標

達
成
率

102.6%
（目標値

7,500人とし
て算定）

99.9% 92.6%

152人 

101.3%

101.3%

市文・
スポーツ振

興課

単
年
度

実
績 7995 7410

達
成
率

102.6%

より多くの子供たちに参加してもらえる
よう、引き続き広報活動を行っていく。

102.5%

4,787人 

59.8%

59.8%

126%

126%

7113

88.9%

88.9%

5,355人 

107%

107%

やや
遅れ

計画期間中、無料招待の対象校や対
象小学生の人数が減少していくなか、
様々な方法で広報を行い、より多くの
参加者を募ることが出来た。しかし、
計画目標を達していない年度がある
ため、「やや遅れ」とした。

達成
・５ヵ年の平均参加者数が目標を達成
しているため、「達成」とした。

達成
・平成28年度以降、参加者が目標を大
幅に達成していることから、「達成」とし
た。

概ね達
成

・目標に近い学校数で学校施設開放
を行うことができたことから、「概ね達
成」と評価した。

達成
・計画目標の達成率が100％を超えて
おり、目標を達成している。

【施策９】
4／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

アンケート
満足度

単
年
度

目
標 96.0% 96.0% 96.0% 96.0% 96.0%

【現状値】

96%
（平成25年度）

【目標】

現状維持

アンケート
満足度

単
年
度

目
標 94.0% 94.0% 94.0% 94.0% 94.0%

【現状値】

94%
（平成25年度）

【目標】

現状維持

少年少女合唱団
団員数

単
年
度

目
標 100 100 100 100 100

【現状値】

110人
（平成26年度）

【目標】

100人
（平成29年度）

北九州市ジュニ
アオーケストラ団
員数

単
年
度

目
標 95 95 95 95 95

【現状値】

91人
（平成26年度）

【目標】

95人
（平成29年度）

 科学実験・科学
工作等の参加者
数

単
年
度

目
標

前年度
(8,712人）

比増

前年度
(8,583人）

比増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

8,712人
（Ｈ26 年度）

【目標】

10,000人

（令和元年度）

優れた文化・
芸術との“出
会い”創造事

業

95％

142%

優れた文化・
芸術との“出
会い”創造事

業

96%

103.2%

計
画
目
標

達
成
率

102 90人

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

103% 107%

1 203

北九州市少年
少女合唱団・
ジュニアオー
ケストラ育成
事業

　北九州市少年少女合唱団、北九州市
ジュニアオーケストラの活動に対する
支援を行う。

①北九州市少年
少女合唱団では、
地域の音楽文化
を担う演奏家の育
成と活躍の場を広
げるため、定期演
奏会やサマーコン
サートの支援を実
施。

②北九州市ジュニ
アオーケストラで
は、情緒豊かな青
少年の育成及び
市民文化の向上
を図るため、定期
演奏会やスプリン
グコンサートの支
援を実施。

142%

81%

1 204

129人

129%

129%

97人

102%

102%

子家・
青少年課

　少子化により団員数の増加を見込む
のは難しいと思われるが、活動に対す
る支援を続けることで、未来の文化の
担い手の育成並びに文化・芸術を通じ
た青少年の健全育成を図っていく。

1

97.0%

142

98

94% 119%

計
画
目
標

達
成
率

達
成
率

99%

児童文化施
設各種事業

ジュニアマイ
スター養成講
座

　科学体験やものづくり体験を通して
「科学がすき、ものづくりがすき」な子ど
もたちの育成を図るため、小・中学生を
対象とした各種科学教室を開催する。

①ジュニアマイス
ター養成講座の
実施

①「たのしい科学工
作教室」「未来の科
学者教室」などの講
座を実施

86%

単
年
度

実
績

88%

9,629人8,084人8,583人
・限られた予算の中で、魅力ある講座
を企画・実施していかなければならな
い。また、企業や大学など外部のノウ
ハウを持った団体とも連携ネットワーク
を広げており、子どもたちに興味を持っ
てもらえる楽しい講座を効率的に企
画・実施していく。

8,799人

91%

市文・
文化企画課

85.0% 80%

86.5%

市文・
文化企画課

単
年
度

実
績 134 130人

芸術文化振
興財団委託
事業

130%①入場者数：511人
　団員数：113人

②入場者数：610人
　団員数：84人

104.3% 102.1%

95％

134% 130%
達
成
率

70

103% 107%

参加者数：731人
アンケート満足度：
94％

　企画内容の充実等、引き続き事業の
検証に努めながら、事業目的である未
来の文化の担い手の育成に向けて取
り組んでいく。

104.3% 102.1%

計
画
目
標

達
成
率

134%

市文・
文化企画課

単
年
度

実
績

202
子ども文化ふ
れあいフェス
タ

　日本舞踏やいけばななどの文化体験
を通して、子どもたちの豊かな情操を
養うとともに、芸術文化に対する関心を
高め、未来の文化の担い手としていく
ために、８月下旬に文化団体等が企画
したワークショップ等を実施し、芸術文
化に対する関心を高める。

88.5%
1 201

学校等訪問コ
ンサート

　文化体験を通して、子どもたちの豊か
な情操を養うとともに、芸術文化に対す
る関心を高め、未来の文化の担い手と
して育成するため、アーティストが直接
学校に出向いて生の音楽等を提供す
る。

単
年
度

実
績

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

86.5%

83.3%

　令和元年度から、放課後児童クラブ
への訪問コンサート（数年前から実施）
へシフトし、参加した全クラブから満足
との回答をいただいた。今後も、子ども
たちの芸術文化に対する関心を高め、
未来の文化の担い手を育成していくた
めに、より効果的な事業実施を図って
いく。

単
年
度

実
績 98.0% 96%

達
成
率

地元文化団体等
が企画したワーク
ショップ等を実施
する。

市内で活動する
音楽家を放課後
児童クラブへ派遣
し、子どもたちに
生演奏等を提供
する訪問コンサー
トを実施する。
※令和元年度より
対象を学校から放
課後児童クラブへ
変更

訪問数：22クラブ
参加者数：1,924人
アンケート満足度：
100％

88.5%

83.0%

達成

　計画の期間中目標値を達成しつづ
けるとともに、実際の伝統文化体験を
通じてその楽しさを実感してもらうこと
ができ、芸術文化の担い手の育成に
貢献していると認められるため、「達
成」とした。
　なお、平成30年度は実施を見送り、
事業のあり方を検証した。現在、事業
を継続中。

83.3%

103.2%

100%

104.1%

104.1%

94.0%

100.0%

100.0%

113人

113%

113%

84人

88%

88%

8,863人

101%

89%

87%

90.6%

90.6%

－

－

－

概ね
達成

　学校現場の多忙化等により応募する
学校が年々減少したため、対象を放
課後児童クラブへシフトチェンジする
等、効果的な事業実施を図った。計画
期間中は目標値に及ばない状況では
あったが、最終年度には達成すること
ができたため、「概ね達成」とした。

達成

　計画の期間中ほぼ目標値を達成す
るとともに、活動を通じて音楽文化の
振興だけでなく子どもたちの情操教育
にも大きく役立っていることから「達成」
とした。

概ね達
成

・計画目標の達成は、年度により増減
はあるが、順調に伸びている。平成元
年度は達成率が８９％となっており、
「概ね達成」と判断した。

【施策９】
5／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

利用者数
単
年
度

目
標

100,636
人

99,524人 98,724人
101,432

人
パスポート配
布者数の7割

【現状値】

55,994人
（H26年度）

【目標】

パスポート配布
者数の7割

美術鑑賞事業実
施回数

単
年
度

目
標 40回 40回 40回 40回 131回

【現状値】

18回
（H25年度）

【目標】

年間40回

　

子ども向けワーク
ショップ等開催回数

単
年
度

目
標 9回 9回 9回 9回 9回

【現状値】

9回
（H25年度）

【目標】

現状維持

　

学校団体誘致数
単
年
度

目
標 1,000団体 1,000団体 1,000団体 1,000団体 1,000団体

【現状値】

1,263団体
（H26年度）

【目標】

1,000団体を維持

プレイパークの
開催

単
年
度

目
標 3回

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

3回
（平成27年度）

3回 2回 1回

【目標】

現状維持

54,280人

58.4%

①　122回　8,254人
②    15回　  357人

11回

１８回

45%

122%

　より多くの子どもたちが多くの施設を
巡るきっかけとなるよう、魅力的な仕組
みづくりを検討する。
　また、参加施設を更に増加させるな
ど、より多くの文化や歴史に触れる機
会となる事業づくりを進める。

67.7%

58.4%

・次年度以降も市内の全小学校の３年
生を対象に美術鑑賞事業（ミュージア
ム・ツアー）を実施する。

・子ども向けワークショップ及びアウト
リーチ事業を継続して実施する。

53.9%

15回

8回
単
年
度

実
績 7回

単
年
度

実
績 21回

達
成
率

美術館教育
普及事業の
一部

美術鑑賞事
業ミュージア
ムツアー

38%

77%

1 205
こども文化パ
スポート事業

地域の文化・歴史・自然に接することに
より、豊かな心を育むとともに親子のふ
れあう機会を増やすことを目的として、
夏休み期間を中心に、文化施設をはじ
めとするさまざまな施設に無料（一部割
引）で入場できるパスポートを子どもた
ちに配布する。

①夏休み期間中
を中心に、文化施
設をはじめとする
様々な施設に無
料（一部割引）で
入場できるパス
ポートを子どもた
ちに配布する。
本市、下関市、長
門市、北九州都市
圏広域行政推進
協議会（中間市、
遠賀４町）による
共同事業として実
施する。

①
　・利用者数64,316
人
　・参加施設の意見
（アンケート調査）
参加施設の約７割
が概ね満足してい
ると回答

67.7%

単
年
度

実
績 58,161人 66,845人 61,829人

達
成
率

53.9%

こども文化パ
スポート事業

市文・美術館
普及課

71
教育・

企画調整課

達
成
率

89%

市文・
自然史・歴史

博物館
普及課

単
年
度

実
績 1,381団体 1,320団体

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

【課題】
・修学旅行団体の減少がやや見られる
ので、更なる学校団体の誘致が課題で
ある。
【改善】
・修学旅行及び社会見学における博物
館利用の促進を図るための誘致活動
の強化を図る。
・博物館が第２の学校として、理科・社
会科・総合的な学習の時間への学習
意欲をもたせるために、学校教育支援
を推進する。

132% 138% 132%

132% 138% 132%

67%

60

33%

青少年体験
活動等活性
化事業

子家・
青少年課

単
年
度

実
績

達
成
率

・NPO団体や地域住民との協働や、青
少年施設の活用も含め、外遊びが広
がるような環境づくりを行う。

・他都市においても「プレイパーク」は、
子どもの居場所機能の一つとしてとて
も有効なメニューであるため、本市に
おいてもさらなる研究が重要である。

67% 50%

計
画
目
標

達
成
率

－

100%

博物館セカン
ドスクール事
業

1 208

外遊び（プレイ
パーク）の検
討
【H27～】

 　子どもの健全育成を図るため、自然
とふれあい、さまざまな外遊びができる
機会を提供することが重要であるとの
観点から、自然の地形や樹木を利用
し、「子どもたちが自分の責任で自由に
遊ぶ場」であるプレイパーク（冒険遊び
場）について、先進事例調査や本市で
の実現可能性、NPO等との協働のあり
方などの検討を行う。

①NPO団体等と
協働してのプレイ
パークの実施

①プレイパークの開
催　10回

①修学旅行、社会
見学、総合的な学
習の時間としての
博物館利用の促
進を図るため、来
館状況の分析に
基づく誘致活動を
行う。特に、来館
実績の変動が見
込まれる地域と市
内学校団体へのＰ
Ｒ活動の強化を図
る。

①学校団体誘致数
　　　　　　947団体

10回

83%

333%

1 206

ワークショップ
及びアウト
リーチ事業、
学校との連携

旧：わくわく
アートミュージ
アム事業

　子どもたちの感動する心や豊かな情
操を養うため、美術館を積極的に活用
し、美術に親しむ態度を育てる。また、
美術館の重要な役割の一つとしての教
育・普及活動のうち、学校の美術教育
活動を支援する。

77%

計
画
目
標

達
成
率

122%

38% 53%
①美術鑑賞事業
の実施
②子ども向けワー
クショップ及びア
ウトリーチ事業開
催

45%

64.2%

64.2%

122回

93%

93%

15回

166%

166%

947団体

計
画
目
標

達
成
率

1,316団体

64,316人

1 207
博物館セカン
ドスクール事
業

　博物館を第２の学校（教育の場）とし
て位置づけ、ミュージアムティーチャー
（博物館勤務の教員）を配置し、体験学
習の実施や学習プログラムの作成等に
取り組み、理科・社会科への学習の意
欲向上に資することにより博学連携を
推進する。特に、「博物館への誘致事
業」、「学校教育支援事業」、「家庭教育
支援事業」、の３つの柱をかかげ、学校
教育現場と博物館の結びつきを強め
る。

53%

計
画
目
標

達
成
率

73

89%

95%

95%

61.0%

61.0%

１２1回

303%

303%

11回

122%

122%

1,043団体

104%

104%

12回

1200%

400%

概ね達
成

・目標値には達していないものの、北
九州市をはじめ近隣地域の子どもた
ちが地域の文化や歴史になどに触
れ、豊かな心を育むきっかけづくりに
なっている。

・パスポート内での企画を工夫し、負
担の少ない形で参加施設の来訪者増
加に寄与できており、参加施設が増加
し続けながらも、７割程度の施設が事
業に満足しているとのアンケート評価
を得ている。

・以上のことから「概ね達成」とした。

・美術鑑賞事業は、当初は目標の半
分以下となるなど、遅れが生じていた
が、途中で対象を市内の全小学３年
生に変更するなどの変更をした結果、
９割を超える結果を得られている。

・またワークショップ及びアウトリーチ
事業についても当初は目標を下回っ
ていたが、現在では目標を大きく上回
る結果を出しており、大変順調であ
る。

・これらの推移と結果を踏まえ、事業
全体としてはおおむね達成と評価し
た。

達成

・１カ年から３カ年までは、修学旅行団
体を中心に目標を大きく上回る結果と
なった。４カ年目以降は、近接していた
大規模娯楽施設の閉園に伴い来館者
数の減少が予測されたため、修学旅
行団体への誘致活動を強化した。そ
の結果、団体入館者数の減少を最小
限にとどめることができた。最終年度
は、新型コロナウイルス感染症の影響
で、若干目標に届かなかったが、計画
期間中を平均すると目標に達成してい
るため「達成」とした。

達成

・NPO団体等と協働でしたプレイパー
クの実施回数は、計画目標に対して、
333%増と大幅増となっている。また、
通常のプレイパークだけでなく、移動
型のプレイパーク（プレイカー）も事故
なく実施することができた。このことか
ら、「達成」とした。

概ね
達成

【施策９】
6／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

小学4年生の「環
境体験科」参加
校数

単
年
度

目
標 130校 130校 131校 131校 129校

【現状値】

１３１校
（H29年度）

【目標】

現状維持

こどもエコクラブ
登録団体数

単
年
度

目
標 40団体 40団体 40団体 40団体 40団体

【現状値】

１９団体
（平成25年度）

【目標】

４０団体
（令和元年度）

自然体感ツ
アーの参加者
数

単
年
度

目
標 140名 140名 140名

【現状値】

92名
（平成29年度）

【目標】

140名／年

農作業体験等の
実施学校数

単
年
度

目
標 15校 15校 15校 15校 15校

【現状値】

18校
（平成２６年度）

【目標】

毎年15校

32団体

23校

・小学生に対して農業の理解促進を図
る取り組みは重要であるため、本取組
を継続して実施する。153% 147% 107%

153% 147% 107%

19校

127%

127%

達成
・５年間、目標としていた実施学校数を
すべて上回ったため、達成と評価。

92.0%

環境人財育
成事業の一
部

環境・
環境学習課

単
年
度

実
績 ３５団体 ３７団体

達
成
率

【課題】
・こどもエコクラブの効果的なＰＲ方法
の検討や、登録団体に対し、より一層
の活動支援の充実を図る必要がある。

【改善】
・引き続き、こどもエコクラブ登録団体
数の増加に向け、積極的なＰＲ方法を
検討するとともに、交流会の実施等、
活動支援の充実を図る。

87% 92.0%

計
画
目
標

達
成
率

80%

80%

農作物生産
振興対策事
業

次年度より自然体感講座の運営事業
を実施する。北九州市の自然を体感し
てもらうため、講座の内容について、
「体験型」のプログラムとして充実させ
たい。

自然体感ツ
アー運営等事
業

環境・環境監
視課

産経・農林課

単
年
度

実
績 22校 16校

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

1 211

農作物生産振
興対策事業

旧：地元いち
ばん推進事業

小学生が農作業体験等を通して、農業
および地産地消に対する理解促進を図
る。

①田植えや稲刈り
などの農作業体
験、子ども達自身
によるバケツ稲の
栽培、農家等によ
る農業の苦労話
などの農業体験
学習を開催する。
②学校給食で使
用されている市内
産農作物の収穫
体験を実施する。

①田植えや稲刈り
バケツ稲などの農
作業体験、農業者
講話
　　　　　１６校
②給食で使用して
いる市内産農作物
の収穫体験、農業
者講話
　　　　　　３校
　　　合計　１９校

87%

46団体

115%

115%

1 209
環境教育推進
事業

体験的な学習を通して環境に対する認
識を深めるとともに、環境の保全等の
ために主体的に行動する実践的な態
度や資質、能力の育成を図る。
○小学４年生を対象とした「環境体験
科」の実施
○ユネスコスクール推進指定校の拡充
など

①小学校第４学年
を対象に、市内
130校のうち９２校
が希望し「環境ア
クティブ・ラーニン
グ」に参加して環
境学習を行う。

②引き続き、ユネ
スコスクール推進
指定校の登録に
向けた支援を行
う。

①市内の希望校９２
校の小学校第4学
年が「環境アクティ
ブ・ラーニング」へ参
加した。

②申請中１校の登
録を行った。

1 210
こども環境学
習推進事業

　未来を担う子どもたちを対象に、環境
意識の高い児童、生徒の育成を目指す
ため、子どもたちが、地域で自主的に
環境活動を行うことを支援する「こども
エコクラブ」事業を実施する。
　あわせて、環境ミュージアムなどの利
用により、子どもの環境学習を推進す
る。

①会合やイベント
の機会を捉えたこ
どもエコクラブ加
入案内

②こどもエコクラブ
交流会の実施

①４６団体、２，２９９
名加入

②１回開催
・環境ミュージアム
での壁新聞作り教
室

単
年
度

実
績 92名

達
成
率

65.7%

74
教育・

指導第一課

単
年
度

実
績 130校 131校

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

【課題】
・環境体験に終わらせず自ら問題意識
をもち、主体的に問題解決することが
求められる。
【改善】
・子どもたちが自ら問題意識をもち、よ
り主体的に活動できるプログラムの開
発を関連施設と共に探っていく。100% 100% 100%

100% 100% 100%

130校

・環境教育推
進事業

100%

計
画
目
標

達
成
率

71.4%

92校

71%

71%

1 307
自然体感ツ
アー運営等事
業【H29～】

　ツアーは年４回（春、夏、秋、冬）に開
催し、季節に応じたツアーを市民に提
供する。
　次世代を担う子供たちを主な対象に、
自然環境保全の重要性に理解を深め
てもらうため、自然と触れ合うバスツ
アーを実施するもの。

①春:5月28日（日）
　響灘ビオトープ
他
②夏:8月24日（土）
　大積干潟 他
③秋:11月17日
（日）
　平尾台
④冬:2月9日（日）
　曽根干潟
●計4回のツアー
を計画

①春:8名参加
②夏:22名参加
③秋:34名参加
④冬:36名参加
●計4回 100名参加

令和元年度をもって
事業終了

65.7% 71.4%

100名

131校

100%

39団体

97.5%

97.5%

84名

60.0%

60.0%

18校

120%

120%

概ね達
成

・「環境アクティブ・ラーニング」（小学
校4年生対象）において、参加校の児
童は自然関連施設、環境関連施設等
で環境学習に主体的に取り組んでい
た。さらに、多くの児童が体験学習を
行うだけでなく、自らが問題意識をもっ
て積極的に取り組む姿勢が身につい
た。
・予算の削減のため、市内１３０校が
参加できなかったことが残念である。
そのため、予算確保が今後の課題で
ある。

達成

・継続したＰＲ活動や、交流会の実施
を行った結果、こどもエコクラブ登録団
体数が目標値を上回るとともに、登録
団体に対し、効果的な活動支援を行う
ことができた。

やや
遅れ

安定的な参加応募はあったが、計画
期間中すべての年度において計画目
標の人数を上回ることはなかったた
め。

【施策９】
7／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

イベント
参加者数

単
年
度

目
標 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人

【現状値】

2,447人
（Ｈ26年度）

【目標】

2,000人
（単年度）

非行防止教室等
啓発活動

単
年
度

目
標 115回 115回 115回 115回 １１５回

【現状値】

120回
(H26年度)

【目標】

115回

非行防止教室実
施校数

単
年
度

目
標

単年度目
標なし

単年度目
標なし

単年度目
標なし

単年度目
標なし

単年度目
標なし

【現状値】

21校
（H26年度）

【目標】

ネット上の不適
切な書き込み発
見件数の減少

単
年
度

目
標

昨年度よ
り減少

昨年度よ
り減少

昨年度よ
り減少

昨年度よ
り減少

昨年度よ
り減少

【現状値】

1,748件
(H26年度)

【目標】

昨年度より減少

1,031件

2,328

― ―

― ―

「チーム学
校」運営・推
進事業（ネット
トラブル等防
止及び啓発・
研修事業）

78
教育・

指導第二課

単
年
度

実
績 734件 1,028件

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・監視ができないＳＮＳ内でのトラブル
の増加を踏まえ、利用実態の把握に努
めるとともに、児童生徒のネットリテラ
シーの向上を図る。また、安全にスマ
ホ・インターネットを利用するために、Ｐ
ＴＡや関係部局等と一層の連携を図り
ながら、家庭でのルール作りやフィルタ
リングの設定など、適正な利用がなさ
れるよう保護者に対して効果的な啓発
を行っていく必要がある。

―

262件

―

2 215
有害情報等か
ら子どもを守
る事業

インターネット上のサイトにおいて、児
童・生徒によるいじめや非行行為等の
不適切な書き込み等の実態を把握し、
ネットトラブル等の早期解決と未然防
止に関する指導を推進する。スマート
フォンや携帯電話については、市PTA
協議会などとも連携し、使用方法につ
いての家庭でのルールづくりを推進す
る。
また、教職員の対応力向上のための研
修や保護者等へリーフレットを作成・配
布するなど啓発を行う。

①ネットトラブル等
防止に関する研
修

②啓発リーフレッ
ト作成・配布

③インターネット
上のサイト等の監
視

①教職員や保護者
を対象に研修会を
実施した。

②保護者を対象に
インターネットの安
全利用や家庭での
ルールづくりを進め
るためのリーフレッ
トを配布した。

③インターネット上
のサイト等を定期的
に巡回監視し、不適
切な書き込み等に
ついて必要に応じ
て対応した。

－

「北九州市
『青少年の非
行を生まない
地域づくり』推
進本部」運営
事業

子家・
青少年課

教育・
指導第二課

単
年
度

実
績 23校 17校

達
成
率

・青少年を取り巻く環境が複雑化・深刻
化する一方で、地域の繋がりが希薄に
なり、地域活動や青少年の非行防止に
取り組む方々の高齢化や減少が危惧
される。
　よって、今後の事業の実施には、関
係機関・団体等とより一層の連携を図
り、事業の効率化を進めることが必要
である。

・「はいかい防止声かけネットワーク」
の取り組みを強化し、より一層、市民に
根ざした活動としていく。

－ －

計
画
目
標

達
成
率

－

－

―

非行者率や再犯者率が依然として高
水準にある状況を踏まえ、ネットによる
誹謗中傷や有害サイト、危険ドラッグ等
の課題にも対応した非行防止教室を実
施するなど、児童・生徒の規範教育の
充実を図る。
また、ＰＴＡなどとも連携し、保護者や地
域住民に対して非行に関する現状や対
策等を周知するなど、非行の未然防止
や早期解決を図るための取り組みを進
めて行く。

①非行防止教室
の開催
（初発型非行・薬
物乱用防止・ネッ
ト被害防止）

②北九州市「青少
年の非行を生まな
い地域づくり」推
進本部　非行防止
対策部会」におけ
る、関係機関との
情報共有・連携を
図る。

①小倉北区・小倉
南区の全中学校に
おける非行防止教
室の開催。
全24校

②青少年の健全育
成や非行少年の立
ち直りを目的とした
各種事業の実施。

－

教育・
指導第二課

単
年
度

実
績 102回 101回

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・問題行動の多様化・複雑化に対応す
るため、少年サポートチームと区担当
指導導主事の情報交換を密に行うとと
もに、スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー、スクールロイ
ヤー、関係機関（警察、子ども総合セン
ター、区役所関係部署など）との連携
推進を図り、早期に問題解決が図れる
よう学校を支援していく。

100% 88.7% 87.8%

100% 88.7% 87.8%

「チーム学
校」運営・推
進事業（少年
サポートチー
ム推進事業）

115回

概ね達
成

・少年サポートチームが積極的に学校
訪問、薬物乱用防止教室などを積極
的に行ったことも含め、薬物乱用少年
の検挙補導人員等、低い水準で推移
しているため「概ね達成」とした。

1 212

長野緑地「市
民参加による
農業体験教
室」

計画地内に複数の活動エリアを設け、
一年を通してそれぞれのエリアで有機
農業栽培管理や花作りを体験する市民
参加による農地等の整備、管理等に取
り組む。また、子どもたちが自然の中で
遊び、学ぶ場を提供したり、収穫物を
使用したイベントなど、市民の参加を拡
大するイベント等を開催する。

①田植え、野菜の
手入れ・収穫等の
一般市民向けイ
ベントの実施　（50
回）

①田植え、野菜の
手入れ・収穫等の
一般市民向けイベ
ントの実施　（41回）

122%

1,944人

97%

97%

－

※非行防止教室は、
主に中学校を対象
に、毎年実施区を設
定して、３ヵ年で市内
全中学校を一巡して
いる。実施年度によっ
て、対象校が変わる
ため、開催回数及び
参加者数が変動する
ことから、目標値は設
定しない。

96回

83.5%

83.5%

24校

－

2 213
少年サポート
チーム推進事
業

児童・生徒の問題行動は多様化・深刻
化が進み、学校や家庭だけでは解決
困難な生徒指導上の問題が増加して
いるため、学校・教育委員会・警察など
の関係機関による相互の行動連携を
強化し、問題行動の未然防止や早期の
解決を図る。
○少年サポートチーム（警察官や教員
のＯＢ）
による、問題行動を起こす児童生徒や
その保護者、被害にあった児童・生徒
への支援
○薬物乱用防止教室等の非行防止に
係る啓発活動の実施

①学校等の相談
活動等

②非行防止に係
る啓発活動

①１２３５回

②９６回

113.0%

24校

－

22校

－

2 214

非行防止活動
の推進（北九
州市「青少年
の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部
運営事業）

建設・
公園管理課

単
年
度

実
績 2440 2,260人

達
成
率

市民と自然のふれあいの推進に向け
て農業体験教室を継続実施する。

122% 113.0%

計
画
目
標

達
成
率

116%

116%

花と緑のまち
づくり推進の
一部

達成

令和元年度の実績は、目標回数及び
目標参加者数を下回ったものの、５か
年平均では目標を上回ったため「達
成」と判断した。

―

2,070人

103%

103%

110回

95.7%

95.70%

893件

―

―

達成

・「非行防止教室」は3ヵ年で市内すべ
ての中学校で開催している。
令和元年度は、小倉北区および小倉
南区の中学校を対象に、計画的に実
施することができた。
・少年のはいかい防止に向けた取り組
み「子どもの安全を守る『はいかい防
止声かけネットワーク」についても、計
画どおり実施できていることから、「達
成」とした。

達成

・不適切な書き込みの数が大幅に減
少した。検知したものを学校に伝え、
学校が適切に対応した成果が表れて
いると考える。しかしながら、個人のＳ
ＮＳにまで入り込むことができていない
のが現状である。今後も、ネットの危
険性を啓発し、個々の判断力を高めて
いくことが求められると考える。
・教員を対象にした研修を継続的に行
うことができた。教員が正しい知識を
持つことで、子どもに効果的な指導を
施せていることが、成果として表れて
いると考える。
・以上のことから、「達成」と評価した。

【施策９】
8／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

補導活動回数
単
年
度

目
標

前年度
(3,862回）
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

【現状値】

3,882回
（H25年度）

【目標】

前年度同水準

―
単
年
度

目
標 － － － － ―

【現状値】

―

【目標】

―

リーフレット
作成部数

単
年
度

目
標

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

【現状値】

57,000枚
（H26年度）

【目標】

前年度同水準

若年者向け出前
講座,受講者数

単
年
度

目
標 900 1100 1300 1500 1800

【現状値】

1,642人
（H25年度）

【目標】

1,800人
（令和元年度）

街頭キャンペーンによ
る効果的な啓発活動事
業の実施

単
年
度

目
標 ― ― ― ― ―

【現状値】

－

【目標】

－

―

983

3,966回

消費者行政
推進事業

100.0%

―

85.2% 61.7%

計
画
目
標

達
成
率

―

937

「北九州市
『青少年の非
行を生まない
地域づくり』推
進本部」運営
事業

子家・
青少年課

単
年
度

実
績 65,000枚 65,000枚

計
画
目
標

達
成
率

110%

110%

65,000枚

100%

114%

62,500枚 

――

・医薬務許認
可業務

・薬物乱用防
止等啓発事
業

100.0%

保福･医務薬
務課

保福・地域医
療課

単
年
度

実
績 ― ―

達
成
率

・危険ドラッグについては、市内の販売
店舗が全て廃業に追い込まれるなど、
状況に改善が見られる一方、若年者に
大麻の乱用が広がっているとの報告も
あることから、若年層への継続的な啓
発が必要である。

・引き続き関係機関と連携して、特に若
年層への啓発を中心とした事業を進め
る。

100%

3 220

薬物乱用防止
等啓発事業
（北九州市「青
少年の非行を
生まない地域
づくり」推進本
部運営事業）

薬物乱用のない社会環境づくりを推進
するため、小中学校等で実施される薬
物乱用防止教室等のマニュアル作成
や主に小学・中学・高校生を対象とした
街頭啓発活動を行う。

①青少年に薬物
の正しい知識を
持ってもらうため、
街頭キャンペーン
を実施するなど、
市民への薬物乱
用防止にかかる
啓発を実施する。

①令和元年7月に
小倉駅前にて街頭
キャンペーンを実施
し、生徒・児童187
名が参加した。
平成31年4月に小
学5・6年生を対象と
した薬物乱用防止
教室を実施した。
(受講者数：5・6年生
児童132名及び教
職員6名)

100%

2 219
消費者教育の
推進

　消費取引の知識に乏しい若年者が消
費者トラブルに遭わないように、小・中
学生、高校生、大学生、新入社員等に
対して、最新の消費者被害の実態や、
消費者として必要な知識を紹介する出
前講座を実施することで消費者被害の
未然防止を図る。

①若年者を対象と
した出前講座

①若者向け出前講
座実施回数14回
　受講者数1,099名

市文・
消費生活セ

ンター

単
年
度

実
績 802

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

109.2%

54.6%

1,099人 

61.1%

61.1%

―

52.1% 44.6%

【課題】
・若年者を対象とした出前講座は、消
費者被害の未然防止に有効な施策で
あり、今後もより一層、「出前講座」の
存在を周知していく必要がある。

【改善】
・若年者を含むすべての消費者に対す
る消費者教育について、関係部局と連
携して計画的に推進していく。

―

2 218

出会い系サイ
トをはじめとす
る有害環境対
策事業（北九
州市「青少年
の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部
運営事業）

青少年が、コミュニティサイトなどをきっ
かけとする事件に巻き込まれるケース
の増加を受け、メディア上の有害環境
の危険性を伝える取り組みを進めて行
く。

①非行防止教室
の開催
（初発型非行・薬
物乱用防止・ネッ
ト被害防止）

②啓発リーフレッ
トの作成・配布

①小倉北区・小倉
南区の全中学校に
おける非行防止教
室の開催。
全24校

②啓発リーフレット
の作成・配布
　　　　65,000枚

子家・
青少年課

単
年
度

実
績 － －

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・区役所コミュニティ支援課と連携を図
りながら、各地域における活動の実情
等に合わせた、より効率的な支援を実
施する。

－ － －

－ －

114%

達
成
率

・低年齢層へのスマートフォンの急速
な普及やアプリの多様化による、イン
ターネット世界の現状や危険性を、児
童・生徒の保護者が十分に認識してい
ないことが多い。

・また、ＳＮＳやゲームなどによるネット
依存の危険性も懸念されており、様々
な問題がデジタル社会に潜在化する
傾向にあるため、より一層の啓発活動
が必要である。

104% 100%

114%

2 217

青少年育成
会・地域会議
等推進事業
（北九州市「青
少年の非行を
生まない地域
づくり」推進本
部運営事業）

地域ぐるみで青少年の健全育成・非行
防止への取り組みを進めるため、青少
年育成会や地域会議等の活動を支援
する。

①各区･各団体へ
の事務経費の支
援により、地域会
議の活動を支援
する。

①各区の青少年育
成会活動や地域会
議の実施及び活動
支援。

66団体

79

121%

「北九州市
『青少年の非
行を生まない
地域づくり』推
進本部」運営
事業

121%

計
画
目
標

達
成
率

103%

103%

－

「北九州市
『青少年の非
行を生まない
地域づくり』推
進本部」運営
事業

109%

－

－

－

－

－

子家・
青少年課

単
年
度

実
績 3,917回 4,746回

達
成
率

・青少年を取り巻く環境が複雑化・深刻
化する一方で、地域の繋がりが希薄に
なり、地域活動や青少年の非行防止に
取り組む方々の高齢化や減少が危惧
される。
　そのため、今後の事業の実施には、
関係機関・団体等とより一層の連携を
図り、事業の効率化を進めることが必
要である。

・「はいかい防止声かけネットワーク」
の取り組みを強化し、より一層、市民に
根ざした活動としていく。

99%
2 216

地域における
青少年の見守
り体制の充
実・強化（北九
州市「青少年
の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部
運営事業）

少年補導委員などによる補導・環境浄
化活動や、北九州市青少年支援拠点
「ドロップイン・センター」の運営による
青少年への声かけ夜間パトロール、多
世代農園事業などをはじめとした地域
ぐるみで行われる青少年健全育成活
動の、充実・強化に努める。

①市少年補導委
員連絡協議会に
係る会議を定期
的に開催。

②少年補導委員
に対する研修会を
開催。

①市少年補導委員
連絡協議会　開催
回数
　　　　2回

②研修会開催回数
　　　　1回

99%

4,201回

89%

―

4,764回

100%

100%

－

－

65,000枚

100%

114%

643

42.8%

35.7%

―

達成

・少年補導委員役員会や研修会を開
催し、少年補導委員の意欲や能力の
向上が図ったことにより、委員間の情
報共有や連携が促進された。
　これにより、地域における青少年の
見守り体制の強化が図られ、高水準
で補助活動を実施できたことから「達
成」と評価した。

達成

・地域会議の開催経費・事務経費の支
援などを実施することで、地域が主体
となった青少年の健全育成・非行防止
のための意識共有・情報共有が促進
され、活動の活発化が図られた。

以上により、「達成」と評価した。

達成

・中学生を対象に、「コミュニティサイ
ト」をはじめとしたインターネットによる
危険性の啓発を行う「非行防止教室」
を、計画どおり実施した。

・小中学生の保護者を対象とした啓発
リーフレットを作成・配布した。

・春季・夏季・冬季の長期休暇期間中
に、街頭ビジョンを活用したＣＭを放映
した。
・以上、計画どおり事業を行っている
ため「達成」と評価した。

遅れ
・受講者からは高い評価を受けている
が、受講者数は目標を下回ったため
「遅れ」とした。

達成

・街頭キャンペーンは豪雨により中止
となった平成30年を除いて、計画期間
中は毎年開催しており、多くの生徒・
児童の参加を通して、市民への啓発
を継続して行った。
・小学校での薬物乱用防止教室も、計
画期間中は毎年開催しており、薬物に
対する正しい理解の促進に貢献した。

以上により、評価を「達成」とした。

【施策９】
9／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
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担当課
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■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

家族教室の参加
者数（延べ）

単
年
度

目
標 60 60 60 60 60人

【現状値】

106名
平成26年度

【目標】

各年度
延60名程度

薬物乱用
防止教室
参加者数

単
年
度

目
標

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

【現状値】

6,381人
（H25年度）

【目標】

前年度同水準

※薬物乱用防止教室
は、主に小学校・中学
校・高校・大学・専修
学校等を対象に行っ
ている。実施年度に
よって、開催回数及び
参加者数が変動する
もの。

いじめの解消率
（小学校）

単
年
度

目
標 100% 100% 100% 100% 100%

【現状値】

91.5％
(H26年度)

【目標】

100%
（H30年度）

いじめの解消率
（中学校）

単
年
度

目
標 100% 100% 100% 100% 100%

【現状値】

99.2％
(H26年度)

【目標】

100%
（H30年度）

74

11,188人 8,667人 5,879人

【課題】
・県内ではアルコール健康障害、薬物
依存症、ギャンブル等依存症専門医療
機関の選定が進んだが、北九州地域
にはまだ薬物依存症の専門医療機関
がない。
・依存症のうち特に薬物依存症につい
ては、地域での正しい理解の促進が進
んでおらず課題である。
・新型コロナウイルス感染症の影響が
懸念される。

【改善内容】
・地域住民の依存症についての正しい
理解の促進のため、啓発活動を充実さ
せる。

―

10月に全
国一斉公
表予定

―

子家・
青少年課

138%

77%

71人

118%

118%

80人

①９月に全市一斉
に調査（アンケート・
面談）を実施。ま
た、定期的なアン
ケートを実施し、い
じめの早期発見と
解消。再発防止を
徹底。

②スクールカウンセ
ラーによる「対人ス
キルアップ」校内研
修会などを実施。

③年３回開催

87.6%

単
年
度

実
績 97.1% 96.3%

96.3%

計
画
目
標

達
成
率

97.7% 97.1%

98.0%

87.6% 98.0%

4 223

98.0%

①いじめに関する
実態調査による状
況把握と対応

②いじめ防止に関
する研修の実施

③「北九州いじめ
問題専門委員会」
による調査・審議

97.1%
達
成
率

97.7%

87.6%

「北九州市
『青少年の非
行を生まない
地域づくり』推
進本部」運営
事業

依存症対策
事業

・全市一斉いじめに関するアンケート
調査や教育相談の実施等を通して、児
童生徒や保護者が相談しやすい体制
を整え、児童生徒が発するサインを見
逃さず、積極的にいじめを認知し、認
知した事案はスクールカウンセラーや
スクールソーシャルワーカー等の専門
家や関係機関・団体とも連携したきめ
細やかな対応により、早期解決を図
る。

・いじめの認知について学校間で差が
あるため、「いじめの認知」の判断基準
について、継続して周知を図り、的確
に実態を把握するとともに、未然防止、
早期対応に取り組んでいく。

・「北九州子どもつながりプログラム」
の取組をはじめ、「小中連携SUTEKIア
ンケート北九州版」の積極的な活用
等、日常の学校生活の中で「居心地の
よい学級・学校づくり」を推進していく。

96.3%

133%

3

3 222

危険ドラッグを
はじめとする
薬物の乱用防
止に向けた広
報・啓発（北九
州市「青少年
の非行を生ま
ない地域づく
り」推進本部
運営事業）

シンナー乱用少年の検挙補導人員は
平成25年以降0人となり、青少年の薬
物乱用については一定の成果をあげて
いるが、近年、覚せい剤や大麻の事案
など新たな課題が生じている。
　平成26年末までには、市内の危険ド
ラッグ販売店舗は撲滅され情勢は改善
されてきたが、一方でインターネットや
デリバリー販売など、水面下で青少年
の身近に違法薬物が存在する脅威が
発生してきた。
　そこで、こうした状況を踏まえ、「薬物
乱用防止教室」の実施や「薬物乱用防
止モデル地域」を指定するなどして、薬
物の乱用を未然に防ぐための啓発や
パトロールを行う。

99.1%

178%

77%

①薬物乱用防止
教室の開催

②危険ドラッグ撲
滅モデル地域

いじめ対策の
充実

いじめは児童・生徒に関わる最重要課
題の一つであることから、未然防止に
取り組むとともに事案の早期発見・早
期解決や、社会性の育成を含む多様な
支援を行うことで問題解決に取り組む。
「北九州市いじめ防止基本方針」に基
づく、いじめ問題に係る各種取組の実
施により、いじめの状況把握、分析およ
び調査研究並びに関係機関との連携
等により、いじめ問題の解決を図る。
○「いじめ問題に関する実態調査（アン
ケート・面接）」の全校実施
○教職員用の指導書「いじめ問題を見
過ごさないために」を用いた研修の実
施
○「北九州市いじめ問題専門委員会」
による調査審議
○「北九州市いじめ・非行防止連絡会
議」による関係機関・団体との連携強化
など

221
薬物乱用対策
事業

薬物依存になっても、安心して相談で
き、回復に向けて支援できる体制づくり
を目指す。
「薬物・ギャンブル相談窓口」や「薬物
の問題で悩む家族のための教室」「依
存症回復プログラム」等を実施する。
また、さまざまな課題に対する各関係
機関との連携強化を目的として、地域
薬物関連問題連絡会議等を開催する。

単
年
度

実
績 99.1%

97.7%

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

99.1%

123%

―

教育・
指導第二課

94

・いじめ対策
の充実

・スクールカ
ウンセラーの
配置

・スクールカ
ウンセラーの
充実

・スクールカ
ウンセラー活
用による問題
行動等防止
事業

・少年サポー
トチーム推進
事業

・スクール
ソーシャル
ワーカー活用
事業の充実

①依存症対策連携
会議開催

②個別相談
　13件

③家族教室
　延44名参加

④依存症関連問題
専門研修開催
　延63名参加

⑤依存症関連問題
実務者ネットワーク
会議開催
　延63名参加

⑥依存症回復プロ
グラム実施
　延204名参加

計
画
目
標

達
成
率

80

・全国的に見ると、インターネットやデリ
バリー販売などで青少年が覚せい剤
や大麻などを入手する、新たな薬物乱
用の事案が発生しており、引き続き、
薬物乱用防止教室における子どもたち
に対する意識づけや、子どもだけでは
なく保護者や地域に対しても啓発を実
施する。

・また、市内中心市街地に「薬物乱用
防止モデル地域」を指定することで、地
域ぐるみで青少年の薬物乱用を防止
するための活動を推進していく。

達
成
率

178%

計
画
目
標

達
成
率

単
年
度

実
績①薬物乱用防止教

室参加者数
5,345人

②薬物乱用防止モ
デル地域2地区
　・小倉中央地区
　・少年を守るクロ
サキ環境浄化推進
協議会

保福・
精神保健福
祉センター

単
年
度

実
績 83人

達
成
率

123% 138% 133%

68%

①地域薬物関連
問題連絡会議開
催

②個別相談

③家族教室

④薬物乱用・依存
問題専門研修開
催

⑤薬物関連問題
実務者ネットワー
ク会議開催

⑥依存症回復プ
ログラム実施

68%

44人

73%

73%

5,345人

67%

84%

10月に全
国一斉公
表予定

―

7,973人

136%

136%

99.4%

99.4%

99.4%

98.8%

98.8%

98.8%

達成

・学期に１回以上の定期及び９月全市
一斉の「いじめアンケート」実施によっ
て児童生徒の実態把握に努めてい
る。

・平成２９年１１月に北九州市いじめ防
止基本方針を改定し、いじめ解決の定
義を詳細に規定したことで、いじめ解
消後すぐに問題が解決したと捉えるの
ではなく、たとえ年度を跨いだ場合で
あってもいじめの解消から少なくとも３
か月の見守りと支援を行うことで再発
防止に取組んでいる。

・いじめの認知件数は増加している
が、平成２８年度より、文科省の通知
を踏まえ、「いじめの認知」の判断基準
を幅広くもつこととしており、積極的に
認知を行うことで、いじめの芽（兆候）
を摘むことにつながり、早期の対応に
つながっている。

・以上のことから「達成」と評価した。

概ね達
成

・市内の薬物問題相談件数は横ばい
で推移しており、今後も相談体制の充
実や、薬物依存症に関する正しい理
解の促進、医療機関、民間団体等と
の連携強化は重要であると考えてい
る。
・相談窓口、家族教室、依存症回復プ
ログラム等の実施は、概ね定着してお
り、依存症相談拠点としての役割を果
たしている。
・各事業については、取組を継続実施
していること、特に司法や民間団体と
の連携は促進されていることから、「概
ね達成」と判断した。

概ね達
成

・小中学校の児童・生徒、保護者を対
象とした啓発リーフレットを作成・配布
した。
　65,000枚

・春季・夏季・冬季の長期休暇期間中
に、街頭ビジョンを活用したＣＭを放映
した。
　
・これらの各種啓発を推進していること
で、子どもや保護者に対して、薬物乱
用の危険性についての認識が高まっ
ているため、「概ね達成」とした。

【施策９】
10／11



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（９） 青少年の健全育成

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

次年度以降の課題や改善内容令和元年度の主な実績
３次プラン
取り組み

No.

予算
事務事業名

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

不登校児童生徒
の復帰好転率
（小学校）

単
年
度

目
標 63.7% 71.5% 80.3% 90.0% 66.9%

【現状値】

32.6％
(H24年度)

【目標】

90％
（H30年度）

不登校児童生徒
の復帰好転率
（中学校）

単
年
度

目
標 50.7% 56.9% 63.9% 72.0% 53.8%

【現状値】

33.6％
(H24年度)

【目標】

72％
（H30年度）

小学校でのス
クールカウンセ
ラー相談件数

単
年
度

目
標 ― ― ― ― ―

【現状値】

11,355件
（H26年度）

【目標】

―

スクールソー
シャルワーカー
配置数

単
年
度

目
標 8 8 9 10 15

【現状値】

7人
(H25年度)

【目標】

10人
（H30年度）

デートＤＶ予防教
室参加者数

単
年
度

目
標

25年度よ
り増加

25年度よ
り増加

25年度よ
り増加

25年度よ
り増加

25年度よ
り増加

【現状値】

2,798人
（25年度）

【目標】

増加

3,227人

―

76.4%

80.0%

男女共同参
画基本計画
推進事業の
一部

・不登校対策
の充実

・スクールカ
ウンセラーの
配置

・スクールカ
ウンセラーの
充実

・スクールカ
ウンセラー活
用による問題
行動等防止
事業

・少年サポー
トチーム推進
事業

・スクール
ソーシャル
ワーカー活用
事業の充実

4 224
不登校対策の
充実

不登校は児童生徒に関わる最重要課
題の一つであることから、事案の未然
防止・早期解決や、社会性の育成を含
む多様な支援を行うことで問題解決に
取り組む。
○小中連携の研修会や取組の強化
○不登校児童生徒療育キャンプの実
施 など

80.2% 71.0%

101.0%

①中一ギャップ解
消に向けた小中
連携の取組

②不登校児童生
徒療育キャンプの
実施

③スクールカウン
セラーやスクール
ソーシャルワー
カー等による教育
相談活動

①中一ギャップ解消
に向けたアンケート
（小中連携ＳＵＴＥＫＩ
アンケート）により、
児童生徒個々の補
強すべきポイントを
把握する取組を実
施。

②体験活動を重視
した「不登校児童生
徒療育キャンプ」を
実施

③スクールソーシャ
ルワーカーによる学
校訪問・家庭訪問・
関係機関訪問等：
21,735回
小学校でのスクー
ルカウンセラー相談
件数：26,877件

計
画
目
標

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

68.3%

96.5%

72.1%

79.6%

51.9%

61.5%

スクールソー
シャルワー
カー活用事業

総務・
男女共同参
画推進課

単
年
度

実
績 4,421人 2,672人

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・引き続き関係機関との連携を図りな
がらデートＤＶ予防教室を開催する。
・教職員等関係者や若年層に対し、積
極的に広報啓発に取組む。

115% 158% 95%

115% 158% 95%

・スクールカ
ウンセラーの
配置

・スクールカ
ウンセラー活
用による問題
行動等防止
事業

・スクールカ
ウンセラーの
拡充

87
教育・指導第

二課

5 227

デートＤＶ予防
啓発事業（男
女共同参画基
本計画推進事
業）

若年層（高校生・大学生等）において、
顕在化しているデートＤＶは、将来、深
刻な男女間の暴力の問題につながる
可能性があることから、若年層を対象
とした出前講演等予防啓発を行う。

①デートＤＶ予防
教室の実施

①実施21回、参加
者3,340人

4 226
スクールソー
シャルワー
カー活用事業

不登校、いじめ、児童虐待など児童・生
徒に係る問題行動解消のため、社会福
祉士や精神保健福祉士の資格を有し、
専門的な知識を有するスクールソー
シャルワーカーを配置して、児童・生徒
への直接的な働きかけとともに家庭環
境への働きかけなど、福祉的視点から
支援活動を行う。

①スクールソー
シャルワーカーの
増員による体制の
充実

②福祉的視点に
よる積極的な支援
活動の実施

①スクールソーシャ
ルワーカー内にス
クールソーシャル
ワーカーリーダーの
配置（２人）

②学校訪問、家庭
訪問、関係機関訪
問等の回数：21,735
回

4 225
スクールカウ
ンセラーの配
置

不登校やいじめ等の問題を抱える児童
生徒および保護者への対応には、小・
中学校等におけるカウンセリング等の
機能の充実を図る必要があることか
ら、教育相談に関する高度で専門的な
知識・経験を有する臨床心理士等の
「心の専門家」をスクールカウンセラー
として、全ての中学校区に配置し、小学
校に派遣するなどして、生徒指導上の
諸問題の解決を図る。

①全中学校（６２
校）、全特別支援
学校(８校)に配置
し、小学校への派
遣を行う。 ― ― ―

― ―

14,061件

①小学校でのス
クールカウンセラー
の相談件数：26,877
件

3,340人

単
年
度

実
績 9 12人

達
成
率

100%

80%

・要請を受けてから派遣する、従来の
「派遣型」にとどまらず、問題の早期発
見・早期対応を行うため、一部の人員
を学校に配置する「配置型」の効果を
検証する。

・新人SSWの教育体制及びSSW全体
の資質向上・連携体制の構築のため、
実践活動事例集等を活用して効果的
に研修を推進する。

112.5% 133.3%

90% 120.0%
計
画
目
標

達
成
率

8

120%

12人

120%

120%

72.2% 63.9%

達
成
率

単
年
度

実
績 57.6% 48.8%

達
成
率

102.4%

67.8%

101.2%

・不登校を含む長期欠席の状態となっ
ている児童生徒に対して、その原因を
的確に把握し、個別の事案ごとに、き
め細かな対応を行っていく必要があ
る。

・生徒指導主任会や長期欠席対策会
議等で、児童生徒の学校や家庭、支援
室、フリースクール等での些細な好転
も把握するように徹底する必要があ
る。

・教育相談・連携ラインの指導主事の
学校訪問にあたって、長期欠席者の状
況や学校での取組状況を確認するとと
もに、居心地のよい学校・学級づくりを
推進し、長期欠席の未然防止を図って
いく。

―

10月に全
国一斉公
表予定

―

教育・指導第
二課・特別支

援教育課

単
年
度

実
績 14,345件 12508件

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・悩みを抱えたまま相談できない児童
への対応を進めるため、小学校５年生
全員面接を継続することで、スクール
カウンセラーに相談しやすい環境を整
備する。
・自らストレスに対処できる能力を育む
ため、小学校６年生・中学校２年生の
全児童生徒を対象に自殺予防学習を
実施する。
・スクールカウンセラーの専門性を生
かし、教職員のカウンセリング等の能
力向上を図っていく。

85
教育・

指導第二課

単
年
度

実
績

10月に全
国一斉公
表予定

―

―

26,877件

―

―

15

100%

119%

119%115%

44.2%

49.1%

49.1%

57.5%

79.9%

79.9%

25,262件

―

―

3,204人

115%

概ね達
成

・小中連携ＳＵＴＥＫＩアンケート北九州
版を活用し、「個の補強ポイント」に対
する手立ての作成や「長期欠席の未
然防止と初期対応」の手立てをイント
ラナビに掲載するとともに、読み取りソ
フトを市内全小中学校に導入し、アン
ケート分析等の負担軽減を図った。ま
た、モデル校区による「長期欠席の未
然防止と初期対応」の検証を行うな
ど、好ましい人間関係を育み、不登校
の未然防止の取組を着実に進めるこ
とができた。

・中学校の復帰好転率は向上している
が、小学校に関しては低下している。
原因として、児童生徒のきめ細かな実
態把握に課題があると考えられる。

・以上のことから「概ね達成」と評価し
た。

達成

・全小中学校及び特別支援学校に対
しスクールカウンセラー（SC）を配置、
もしくは派遣できており、相談環境を整
えることで、児童生徒が心の問題を抱
えずに済むよう活動している。

・小学校５年生全員面接を実施したこ
とで、小学校の相談件数の増加につ
ながっている。

・以上のことから「達成」と評価した。

達成

・スクールソーシャルワーカー15名のう
ち、2名をスクールソーシャルワーカー
リーダーとして採用し、SSW全体の資
質向上、連携、業務のコーディネート
等を行い、組織的な対応ができてい
る。

・支援対象者数や学校・関係機関等へ
の訪問回数など活動状況を考慮しつ
つ、更なる体制充実を検討し、支援を
必要とする児童生徒に対して、より一
層の働きかけをおこなっていくことがで
きている。

・以上のことから「達成」とした。

概ね達
成

・年度によるばらつきがあるものの、
5ヵ年中4年間は目標達成しており、概
ね達成できたと判断するもの。

【施策９】
11／11


